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　関西学院大学図書館は、これまでの図書・資料蒐集
の過程で多くの経済思想家の手稿や自筆書簡をも蒐集
し、それら一次資料のデジタル化を実現し、関西学院
大学図書館のデジタルライブラリで公表してきた。こ
のデジタルライブラリは国立国会図書館の注目すると
ころと な り、 現 在 で は 国 立 国 会 図 書 館 の ホ ー ム
ペ ー ジ（http://porta.ndl.go.jp/）からもアクセスでき
るようになり、関西学院大学図書館所蔵の一次資料は
世界の研究者に提供されるようになった。
　関西学院大学は、文部科学省私立大学等研究設備
整備費等補助金（2005 年度）により “A Collection of 
Books & Manuscripts of Economists  – From Adam 
Smith to J.M.Keynes - ” と題するコレクションを購入
した。この中には、マルサスの自筆書簡 2 通、J.S. ミル
自筆書簡 3 通、G. シュモラーの自筆書簡 1 通、L. ワル
ラスの自筆書簡 20 通、J.M. ケインズの自筆書簡 2 通・
自筆葉書 3 通・タイプ書簡 15 通が含まれている 1） 。今
回紹介する自筆書簡は、そのうちのマルサスの自筆書
簡 2 通である。
　関西学院大学図書館は、イースト・インディア・カレッ
ジ退職（1834 年）とその後の予定を伝えた、名前は不
明であるものの司教宛のマルサスによる 1830 年 1 月 20
日付けの自筆書簡をすでに所蔵している （関西学院大
学図書館デジタルライブラリ「経済思想家の手稿と自
筆書簡」の「その他の思想家」を参照のこと）。
経済学部教授　井　上　琢　智
　　T.R. マルサス （1766-1834）の
　　自筆書簡下書き
（写真 1）救貧法についての書簡　表
　　　　 救貧法についての書簡　裏
19
No.80
【Ⅰ】［マルサスの］救貧法についての書簡
　第一の書簡は、マルサスの署名はなく、また宛先およ
び発信地・発信年月日は不明であるが、「マルサスの娘 
エミリー・プリングル（Emily Pringle）によってマルサ
スの手稿であることが証明された」2）との添え書きが付
されている書簡下書きである（写真 1）。彼女はマルサス
の長女であり、1806 年 7 月 5 日に生まれ、プリングル（J. 
Watson Pringle） と結婚、1885 年に死亡した 3）。
　この書簡下書きの修正後の内容は以下の通りである。
Sir
I beg to thank you for your pamphlet on the Poor Laws 
in Ireland which I have read with much interest. The 
view which you have taken of the subject is I think 
just and is well supported by the information which 
your knowledge of the county, and the character of its 
inhabitants has enabled you to bring forward. I agree 
with you very generally; and have long thought that 
the situation of Ireland is such, that independent of 
the objection of the poor laws on general principles, it 
would be a very hazardous experiment to introduce 
them there. They might possibly afford the means of 
mitigating the practice of beggary, which I consider as 
the main advantage of poor laws; but I think with you 
that they would not diminish the migrations to England, 
and that on the whole there is great reason to fear that 
the establishment of them instead of tending to the quiet 
of Ireland would introduce new causes of discontent.
　I hope and trust that your remarks may obtain the 
circulation and attention which they will deserve, and 
and （sic.）
Lem（sic.）
　上記の書簡によれば、マルサスは、アイルランドの救
貧法に関するパンフレットが送られたことを感謝し、同
パンフレットの主張は正しいと伝え、彼の意見に賛意を
示した。その上で、「アイルランドに救貧法を導入するこ
とは非常に危険な試みとなるであろう」と指摘している。
　当時のアイルランドは、1800 年にグレイト・ブリテ
ンに併合され連合王国の一員となった。それにより、
アイルランド議会の廃止等を含む「合同法」が成立し、
翌 1801 年より、アイルランドはイギリスに併合される
こととなった。この併合以降に進められたアイルラン
ドの諸政策は「徹底したイギリス指導のもとにすすめ
られた」4）が、この救貧法導入もまたその一つであった。
　この書簡の下書きは、「救貧法は赤貧の習慣を和らげ
る手段としておそらく有効であり、それを私は救貧法
のメリットと考えるものである」と指摘するものの、「そ
の救貧法が、イギリスへの移民を減少させるとは、あ
なたと同様、考えられない」だけでなく、「救貧法の制
定が、アイルランドの平和に役立つ代わりに、不満の
新たな原因をもたらすことになるのではないかと危惧
するに足るほんとうの理由である」と指摘している。
　「救貧法は個人的不運を緩和したものの『被害をずっ
と広範囲に』及ぼすという代償を払わせることとなっ
たとして再度これ＜救貧法＞を非難」し、「…短期的に
は弁護可能な長所をもっていたとはいえ、長期的には
まさしく短所を生み出すもの」となり、「自分が給付金
に反対する者でないこと、臨時的援助が不可欠である」5）
と考えるマルサスだからこそ「救貧法は赤貧の習慣を
和らげる手段としておそらく有効であり、それを私は
救貧法のメリットと考えるものである」と書き得たの
であろうし、またアイルランドの貧困の解決策の一つ
として「公的の援助によるアイァランド人の海外移民
の促進」6）を提案したからこそ、マルサスは「その救
貧法は、イギリスへの移民を減少させるとは、あなた
と同様、考えられない」と書き得たのであろう。
　この書簡下書きの宛先を特定化するヒントの一つ
は、この書簡にあるパンフレット “your pamphlet on 
the Poor Laws in Ireland” という記述である。ところ
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で 1808 年と 09 年に、マルサスはEdinburgh Review に
2 編の書評 7）を書いている。それが A Statistical and 
Historical Inquiry into the Progress and Magnitude 
of the Population of Ireland （1805） と A View of the 
Natural, Political and Commercial circumstances of 
Ireland （1808）への書評であり、その筆者はニューアナ
ム（Thomas Newenham, 1762-1831）である 8）。この書
評の内容を考慮すると、この書簡の下書きが、おそらく
ニューアナム宛のものであると推定できよう 9）。この推
定が正しく、パンフレット贈呈が出版間もないことを前
提とすると、この書簡の日付は、1805 年となるであろう。
　アイルランドでの救貧法の導入については、18 世紀よ
りその導入が議論され、実際の導入が 1838 年のことで
あったことを考えると、ニューアナムのパンフレットや
マルサスの同パンフレットへの書評、そしてこの書簡の
下書きはその議論のまっただ中に書かれたことになる。
【Ⅱ】ロートン（Lewton）宛書簡
　他の一通のマルサス書簡の手稿は、日付・発信地は書
かれていないものの、Lewton 宛の手稿である（写真 2）。
　その内容は、以下の通りである。
　Dear Lewton 
　Could you let me look at the Arabic Register ？ I am 
going to town tomorrow afternoon, and will return it 
without fail before I go.                    Truly Yours
T.R.Malthus    　
　 こ の 書 簡 の 宛 先 で あ る Lewton や “the Arabic 
Register “ については今のところ不明である。
【Ⅲ】マルサス書簡集について
　これまで、古典派経済学者についての書簡を含む全集
は、『スミス全集』 （The Glasgow Edition of the Works 
and Correspondence of Adam Smith, 1975-2001） 、『 リ
カ ー ド ウ 全 集 』（The Works and Correspondence of 
David Ricardo, 11 vols., 1951-55 and 1973） 、『 ミ ル 著
作 集 』（Collected Works of John Stuart Mill, 33 vols., 
1963-1991）10） が出版され、現在、『ベンサム全集』 
（The Collected Works of Jeremy Bentham, 1990-） 、
『ロック全集』 （The Clarendon Edition of the Works of 
John Locke, 1975-） 、『ヒューム全集』（The Clarendon 
Edition of the Works of David Hume, 2006-） な ど が
刊行中である。これらの書簡集を含む全集は、研究者
に有益な情報を提供してきた。しかし、マルサスに
ついては、『マルサス全集』 （The Works of Thomas 
Robert Malthus, 8 vols.,  1986） や関東学院大学図書館
が所蔵するマルサス文書を公刊した『マルサス未公刊
文書』（T.R.Malthus： The Unpublished Papers in the 
Collection of Kanto Gakuin University,  2 vols., 1997-
2004）が公刊されてはいるものの、その書簡集は未完で
ある。すでにその副題が示すように、橋本比登志『マ
ルサス研究序説―親子書簡・初版『人口論』を中心と
して―』は、親子書簡を紹介してはいるが、いわゆる
書簡集ではない。先の関東学院大学所蔵の『マルサス
未公刊文書』の編集者の一人プレン（John Pullen）は、
現在マルサスの書簡集を編纂しているという。それが
公刊された際には、関西学院大学図書館が所蔵するこ
れら 3 通の書簡もまた、その『書簡集』に収録され、
世界のマルサス研究者に有益な情報を提供することに
なるであろう。
（写真 2）ロートン（Lewton） 宛書簡
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井上　琢智（いのうえ　たくとし）
関西学院大学経済学部教授
専攻は近代経済思想史で、今は特に近代経済学と日本の近代
化、経済学の制度化の問題を扱っている。主な著書に『黎明
期日本の経済思想―イギリス留学生・お雇い外国人・経済学
の制度化』（日本評論社、2006）、『ジェヴォンズの思想と経済
学―科学者から経済学者へ』（日本評論社、1987）。主な編著
に、Economics in Meiji Japan ： Collected Works of Western 
Origin , Ⅰ（Pickering　 & Chatto, 2009）、『幕末・明治初期邦
訳経済学書』（ユーリカ・プレス、2006）、W. Stanley Jevons 
： Collected Reviews and Obituaries , 2 vols. （Thoemmes , 
2002）、 『近代経済学の開拓者』（昭和堂、1986）、『マーシャル
と同時代の経済学』（ミネルヴァ書房、1993）等がある。
circumstances of Ireland （1810）、Letters on a re-union of the 
churches of England and Rome from and to the Rt. Revd. Dr. 
Doyle, R.C. Bp. of Kildare, John O’ Driscol, Alexander Knox, 
and Thomas Newenham, Esquires ［1824］. 
　ニューアナムは、コーク生まれで、1796 年から 1800 年までエー
ル南部のクロンメル（Clonmel）選出の下院議員を務め、イング
ランドのアイルランド併合に反対した。アイルランドの民族運動
家であったオコンネル（D.O’ Connell , 1775-1847 ［『岩波西洋人
名辞典』増補版、1981］）の友人であり、カトリック解放運動の
擁護者であった（同法案は 1829 年に通過した）。彼は、この著作
によってアイルランドの経済的社会的資源についてのイギリスの
意見が改善されると信じていた。
9） ただ、推定の前提となっているのは、マルサスに送付されたパン
フ レ ッ ト が A Statistical and Historical Inquiry into the 
Progress and Magnitude of the Population of Ireland （1805）で
あるという点である。しかし、同書は、358 ＋ 2 pages ads. にも
およぶ大部の書物であり、これを当時「パンフレット」と呼びう
るものであったかは不明である。この宛先について推定できる候
補者の一人として、このニューアナムの著作と同時にマルサスが
書評した 30 頁のまさに「パンフレット」である。A Short 
Address to the Most Reverend, and Honourable William, Lord 
Primate of all Ireland, recommendatory of some Commutation 
or Modification of the Tithes of that Country （1808） の著者 H. 
B. Dudley（1745-1828）を挙げることはできる。  
10） Additional Letters of John Stuart Mill （Collected Works of 
John Stuart Mill , vol. XXXII, 1991）　には、関西学院大学図書館
が所蔵する以下の書簡が収録されている。簡単化のために書簡
番号と収録ページ数のみを示す。① 999A（p.172）、② 1152B
（p.184）、③ 1239A（p.193）、④ 1246A（p.194）、⑤ 1463A（p.210）、
⑥ 1642AA（p.226）
【注】
1）この自筆書簡のうち、ミルの自筆書簡の第一のものは、ミルの弟
である George Grote Mill （1825-1853） 宛の 1849年 3月 16日付け
書簡であり、第二のものは、James Anthony Froude （1804-1861）
宛の 1861年 3月 4日付け書簡であり、第三のものは、受取人不明
の 1869年 9月 9日付け書簡であり、いずれも未公刊の書簡である。
これらの書簡は、他のミルの自筆書簡とともに、近く関西学院大
学経済学部『経済学論究』で紹介する予定である。また、ワルラ
スの最初の弟子アルベール・オプティ（A.Aupetit , 1876-1943）へ
の書簡についても、滋賀大学経済学部の御崎加世子氏により「レ
オン・ワルラスからのアルベール・オプティへの手紙」として同『経
済学論究』で紹介される予定である。また、シュモラーの自筆書
簡は、シュリフツリュック（E.Schriftslück）宛の 1874 年の書簡
である。また、ケインズの書簡・葉書は、ロバート（W. Roberts）
宛 15 通、ノイフィス（J.A.Neuhuys）宛 3 通、ベル（C.Bell）宛
1 通、オグデン（C.K.Ogden）宛 1 通である。これらの紹介は今
後順次行う予定である。
2） この書簡下書きの冒頭に ‘I have received and read’ と書かれ、
削除されていないが、文意を考慮して本文中の翻刻文から削除し
た。また、この書簡の最後に以下の文章が書き加えられている。
これが、この書簡がマルサスの自筆によるものであることを確認
できる第一の理由である。
This is the Rev T.R. Malthus’ s handwriting - attested by his 
daughter Emily Pringle
　第二の理由として、関西学院大学が所蔵する書簡等とこの書簡
の筆跡が類似していることが挙げられる。
　第三に、この書簡の内容がマルサスのそれと思われることで
ある。
3）橋本比登志『マルサス研究序説―親子書簡・初版『人口論』を
中心として―』嵯峨野書院、1987、9 頁。1809 年にプリングル （1861
年 69 歳 で 死 亡 ）は、軍に 参 加し、半 島 戦 争（Peninsular 
War,1808-14）やワーテルローの戦い（Battle of Waterloo,1815）
に加わった。1830 年代に行われた各地の鉄道敷設では地方監督
官を勤め、アイルランドの地質調査の責任者となった。著書に 
Remarks on the State and Prospects of the West Indian 
Colonies （1839） がある。
4）吉尾清『社会保障の原点を求めて―イギリス救貧法・貧民問題（18
世紀末〜 19 世紀半頃）の研究―』関西学院大学出版会、2008、
299 頁。
5）D.Winch, Malthus,1987, pp.44-45（久保芳和・橋本比登志訳『マ
ルサス』日本経済評論社、1992, 70-71 頁） 。
6）上野格「イギリスとアイァランド―マルサス―」（宮崎犀一・山
中隆次編『市民的世界の思想圏―古典派経済学の再検討―』新
評論、1982、106 頁。このマルサスの主張には、「イングランドに
限らずヨーロッパ諸国にとって、アイァランドが傭兵供給基地と
して長く役立ってきた」（94 頁）との彼の歴史認識が背景にある。
7）これらの書評のタイトルは、“Newenham and others on 
the state of  Ireland”（vol.12, July, 1808, pp.336-55） および
“Newenham on the state of Ireland”（vol.14, April, 1809, pp.151-
70）である。これら書評には、署名が書かれていないが、マルサ
スの執筆であることが今では明らかになっている（The Wellesley 
Index to Victorian Periodicals 1824-1900, vol.Ⅰ , pp.443,44）。
8）ニューアナムは、その他に以下の著書がある。An Obstacle to 
the ambition of France ; or, Thoughts on the expediency of 
improving the political condition of His Majesty’s Irish Roman 
Catholic Subjects （1803） 、A letter to Sir Francis d’ Ivernois： 
in reply to his observations on certain statements in Mr. 
Newenham’ s View of the Natural, Political, and Commercial 
